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1. 概要

本資料は，再処理施設の計基準対象施設に対する耐震計算書のうち，竜巻防護対策設備

の評価結果を補足説明するものである。 

ここでは，ここでは竜巻防護対策設備について，直下地盤の影響を考慮した耐震性に関

する影響検討結果について示す。なお，直下地盤モデルの設定については，補足説明資料

「耐震建物 08 地盤の支持性能に係る基本方針に関する地震応答解析における地盤モデ

ル及び物性値の設定について」に示す。

また，本資料は第 1回申請（令和２年 12 月 24 日申請）のうち，以下に示す添付書類の

補足説明に該当するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-２-１-４-２ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震性についての計算書」

2. 検討内容

竜巻防護対策設備に対する直下地盤の影響を考慮した影響検討にあたっては，補足説明

資料「耐震建物 08 地盤の支持性能に係る基本方針に関する地震応答解析における地盤

モデル及び物性値の設定について」に示す物性値を用いて直下地盤モデルを設定し，評価

用の入力地震動を算定する。続いて，算定した入力地震動を用いて竜巻防護対策設備の地

震応答解析を実施し，直下地盤モデルを用いた応答値と設計用地盤モデルの応答比率を

添付書類「Ⅳ-２-１-４-２ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震性

についての計算書」に示す各竜巻防護対策設備の耐震評価結果（応力度比）に乗じ，応力

度比が 1.0 以下であることを確認する。 

応力度比が 1.0 を超える場合は，詳細評価として直下地盤モデルを用いた応答値から

応力解析による評価を実施し，応力度比が 1.0 以下であることを確認する。 

3. 検討結果

2.の検討内容に基づいて影響検討した結果については，別紙にて示す。

4. まとめ

竜巻防護対策設備に対し，直下地盤の影響を考慮した影響検討を実施した。

検討の結果，応力度比が 1.0 以下となったことから，設備の耐震性に影響はないこと

を確認した。 
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1.評価方針 

再処理施設の屋外に設置している設備である第 1 回申請対象設備の安全

冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット（以下，飛来物防護ネット）について，

直下地盤の影響を考慮した地震応答解析の影響について示す。影響確認に

あたっては，添付資料「Ⅳ-２-１-４-２-１ 安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物

防護ネットの計算書」に示した評価方法に基づき, 直下地盤の影響を考慮

した地震応答解析を行い，設備の耐震性への影響を確認する。 

影響確認にあたっては，設計用地盤モデルと直下地盤モデルの地震応答

解析結果から得られる最大せん断力および，入力地震動の鉛直震度の比較

を行い，設備の耐震性への影響について検討する。 

本検討で用いる直下地盤モデルの地盤物性値を第１-１表～第１-３表に，

入力地震動を第１-５図～第１-10 図に示す。 

なお，標高 37.0m～ -70.0m の物性値については，補足説明資料「耐震建

物 08 地盤の支持性能に係る基本方針に関する地震応答解析における地盤

モデル及び物性値の設定について」の「別紙４-２ 直下地盤モデルを用い

た安全冷却水Ｂ冷却塔基礎の耐震影響評価結果」にて示した物性値を用い

る。また，標高 52.3m～37.0m については，改良地盤の物性値を示すが，物

性値の設定については，補足説明資料「耐震建物 23 竜巻防護対策設備の

耐震性評価に関する補足説明資料」「別紙１」の「別添３ 安全冷却水Ｂ冷

却塔飛来物防護ネットの耐震性評価について改良地盤物性値について」に

て示す。 
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第１-１表 飛来物防護ネットの直下地盤モデル（基本ケース） 

 

＊１：第１-１図に示す改良地盤のひずみ依存特性を設定する。 

＊２：第１-２図に示す細粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊３：第１-３図に示す粗粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊４：第１-４図に示す泥岩（下部層）のひずみ依存特性を設定する。 

 

第１-２表 飛来物防護ネットの直下地盤モデル(＋1σ) 

 
＊１：第１-１図に示す改良地盤のひずみ依存特性を設定する。 

＊２：第１-２図に示す細粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊３：第１-３図に示す粗粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊４：第１-４図に示す泥岩（下部層）のひずみ依存特性を設定する。 
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第１-３表 飛来物防護ネットの直下地盤モデル(－1σ)  

 
＊１：第１-１図に示す改良地盤のひずみ依存特性を設定する。 

＊２：第１-２図に示す細粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊３：第１-３図に示す粗粒砂岩のひずみ依存特性を設定する。 

＊４：第１-４図に示す泥岩（下部層）のひずみ依存特性を設定する。 
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(a)  剛性低下率 

  

(b) 減衰定数 

第１-１図 改良地盤のひずみ依存特性 
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(a) 剛性低下率 

 

(b) 減衰定数 

 

第１-２図 細粒砂岩のひずみ依存特性 
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(a) 剛性低下率 

 

(b) 減衰定数 

 

第１-３図 粗粒砂岩のひずみ依存特性 

 

  

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.0E-04 1.0E-03 1.0E-02 1.0E-01 1.0E+00 1.0E+01

正
規

化
せ

ん
断

弾
性

係
数

Ｇ
/Ｇ

０

せん断ひずみ γ (％)

 663.0
0 37.311 GG

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1.0E-04 1.0E-03 1.0E-02 1.0E-01 1.0E+00 1.0E+01

減
衰

率
ｈ

(％
)

せん断ひずみ γ (％)

  58.100752.0121.0  h

10-4 10-3 10-2 10-1 100 101

13



 

7 

 

(a) 剛性低下率 

 

(b) 減衰定数 

 

第１-４図 泥岩（下部層）のひずみ依存特性   
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(a) 加速度時刻歴  

 

(b) 加速度応答スペクトル  

 

 

第１-５図 入力地震動 (Ss-C1_h_基本ケース_直下地盤) 
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(a) 加速度時刻歴  

 

(b) 加速度応答スペクトル  

 

 

第１-６図 入力地震動 (Ss-C1_h_+1σ _直下地盤) 
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(a) 加速度時刻歴  

 

(b) 加速度応答スペクトル  

 

第１-７図 入力地震動 (Ss-C1_h_-1σ _直下地盤) 
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(a) 加速度時刻歴  

 

(b) 加速度応答スペクトル  

 

 

第１-８図 入力地震動 (Ss-C1_v_基本ケース_直下地盤) 
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(a) 加速度時刻歴  

 

(b) 加速度応答スペクトル  

 

 

第１-９図 入力地震動 (Ss-C1_v_+1σ _直下地盤) 
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(a) 加速度時刻歴  

 

(b) 加速度応答スペクトル  

 

 

第１-10 図  入力地震動 (Ss-C1_v_-1σ _直下地盤) 
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2. 評価方法 

2.1 評価対象部位 

評価対象部位は，添付資料「Ⅳ-２ -１ -４ -２ -１安全冷却水Ｂ冷却塔 

飛来物防護ネットの計算書」と同様に支持架構とする。 

 

2.2  荷重及び荷重の組合せ 

（１）荷重の設定 

固定荷重（D)，積雪荷重（LS），風荷重（WL）については添付資料

「Ⅳ-２-１ -４ -２ -１安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネットの計

算書」と同様とし、地震荷重については,直下地盤の物性を考慮した

地震動にて評価を行う。なお、設計用地盤モデルにおける基準地震

動Ｓｓに対する地震応答解析結果より，Ss-C1 の地震動において，

各層で最大応答せん断力が発生していることから，評価対象地震動

を Ss-C1 とする。 

 

（２）荷重の組合せ 

添付資料「Ⅳ-２-１-４-２-１安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネ

ットの計算書」と同様とする。評価において考慮する荷重の組合せ

を，第２-１表に示す。 

 

第２-１表 評価において考慮する荷重の組合せ 

設備名称 評価対象部位 荷重の組合せ 

飛来物防護ネット 支持架構 D+LS+Ｓｓ+WL 

 

2.3 許容限界 

許容限界については，添付資料「Ⅳ-２-１-４-２-１安全冷却水Ｂ冷却

塔飛来物防護ネットの計算書」と同様に終局耐力を許容限界とする。終

局耐力としては，「告示 平成 12 年 建設省告示第 2464 号 第 3」の規

定を準用して，短期許容応力度における基準強度を 1.1 倍した値を適用

する。 

許容応力度は，「建築基準法告示」及び「「鋼構造設計規準」(1973 改

定)(日本建築学会)」に基づくものとし，応力度比は 1.0 以下とする。 

使用材料の許容限界を第２-２表に示す。 

 

21



 

15 

 

 

第２-２表 各使用材料の許容限界 

使用材料 基準強度（MPa） 許容限界 

SN490B 
325 

短期許容応力度に 

おいて基準強度を 

1.1 倍した値 

BCP325 

G385 325 
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3. 地震応答解析 

3.1 応答解析モデル 

   地震応答解析モデルは添付資料「Ⅳ-２-１-４-２-１安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防

護ネットの計算書」で設定した解析モデルと同様とする。モデル図を第４-１図に示す。 

計算においては，解析コード「TDAP Ⅲ（ver.3.07）」を用いて評価を実施する。 

 

 
 

鉄⾻の縦弾性係数   E＝2.05×105 ( N/mm2 ) 
鉄⾻のせん断弾性係数 G＝7.90×104 ( N/mm2 ) 
鉄⾻の減衰定数    h＝0.02 

 

第３-１図 地震応答解析モデル 

  

曲げ・せん断変形要素 

注記１ 

注記２ 

注記３ 

注記 1：○数字は質点番号を⽰す。 
注記 2：□数字は要素番号を⽰す。 
注記 3：基礎上端(T.P.55.30[m])を 
    固定点とし節点番号は 5 と 
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3.2 応答解析結果 

水平方向の地震応答解析結果および応答比率を第３-１表に示す。 

鉛直方向の地震荷重は入力地震動応答スペクトル図と三次元立フレームモデルの固有

値から静的外力を設定する。 

第３-２図では，トラス部分の上下動が卓越するモード図を示す。この固有周期 0.244 

[s]及び，第３-３図，第３-４図で表す入力地震動の加速度応答スペクトルより，トラ

ス部分の卓越周期における鉛直震度は 0.8G 以下であることから，鉛直方向の地震荷重

としては「設計用地盤モデル」に対する「直下地盤モデル」の応答比率を考慮する必要

はない。 

 

第３-１表 設計用地盤モデルと直下地盤モデルの最大せん断力の比較 
(a) NS 方向 

要素番号 
設計用地盤モデル① 直下地盤モデル② 応答比率 

②/① 基本ケース ＋1σ −1σ 基本ケース ＋1σ −1σ 
11 8785 8703 8942 8865 8825 8945 1.001 

21+121 12933 12871 13103 13282 12911 13629 1.041 
31+131 13465 13401 13577 13469 13354 13925 1.027 
41+141 13933 13882 14038 13755 13907 13983 0.997 

※緑ハッチ部は①②モデル内でのばらつきを考慮した場合に最大せん断力となるケースを示

す。 

 
(b) EW 方向 

要素番号 
設計用地盤モデル① 直下地盤モデル② 応答比率 

②/① 基本ケース ＋1σ −1σ 基本ケース ＋1σ −1σ 
11 9458 9389 9564 9434 9417 9589 1.003 

21+121 13059 12999 13186 13337 12957 13673 1.037 
31+131 13471 13453 13679 13616 13492 13947 1.020 
41+141 14137 14107 14189 13934 14088 14096 0.994 

※緑ハッチ部は①②モデル内でのばらつきを考慮した場合に最大せん断力となるケースを示

す。 
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第３-２図 三次元フレームモデルのモード図 

(トラス部分卓越モード) 

  

5 次モード 
 固有周期:0.244[s] 
 振動数  :4.09[Hz] 
 刺激係数:19.423 
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第３-３図 加速度応答スペクトル (Ss-C1_v_+1σ_直下地盤) 

 

 

第３-４図 加速度応答スペクトル (Ss-C1_v_-1σ_直下地盤)  
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4. 検討結果 
飛来物防護ネットの耐震評価において，水平方向の地震荷重は地震応答解析結果の最

大応答せん断力に基づき設定し，鉛直方向の地震荷重はトラス部分の卓越周期における

入力地震動の鉛直震度に基づき設定した。 

4.2 応答解析結果に記載のとおり，飛来物防護ネットの「設計用地盤モデル」に対する

「直下地盤モデル」の応答比率は，最大 1.041 となっている。また，鉛直方向の応答加速

度は，「設計用地盤モデル」と「直下地盤モデル」で同等の 0.8G である。 

以上より，飛来物防護ネットの「設計用地盤モデル」と「直下地盤モデル」の地震荷重

に対する応答比率としては，最大値 1.041 倍を考慮する。飛来物防護ネットの「設計用地

盤モデル」における最大検定値は，柱で発生する 0.81 であるため，これに「直下地盤モ

デル」による応答比率 1.041 を乗じると 0.85 となり，応力度比 1.0 以下となった。 

 

5．考察及びまとめ 

飛来物防護ネットに対し，直下地盤の影響を考慮した影響評価を実施した。第４-１表

より，設計用地盤モデルにおける最大応答せん断力と比較して，直下地盤モデルにおける

最大応答せん断力の方が大きい箇所があるものの，設備の許容応力度比（最弱部位で 0.81）

に対して応答比率を考慮しても許容限界を満足する。 

以上より，飛来物防護ネットは，直下地盤物性モデルを考慮しても設備の耐震性は確保

されることを確認した。 
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